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次世代自動車センターの取組
～生き残りをかけたＣＡＳＥ対応の促進～

次世代自動車センターの取組
～生き残りをかけたＣＡＳＥ対応の促進～

１

しかし、個々の企業努⼒だけでは限界あり
伴⾛する⽀援者（⽬利き役）の的確な分析と助⾔が必要不可⽋

ＣＡＳＥ＝Ｃｏｎｎｅｃｔｉｖｉｔｙ，Ａｕｔｏｎｏｍｏｕｓ，Ｓｈａｒｅｄ＆Ｓｅｒｖｉｃｅ，Ｅｌｅｃｔｒｉｃ

電動化に伴うエンジン関連部品の減少、情報通信技術との融合など
予想される技術課題にスピード感をもって対応していくことが必要

引⽤:https://aty800.com/highest-goal/it-impact/post-438.html

・付加価値の源泉が
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・加速する勢⼒図の再構築

・ＩＴ勢の相次ぐ参⼊
求められるＣＡＳＥ対応
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激動の自動車産業 ～１００年に１度の大変革～

これまで 今後



２ 　次世代自動車センターを中核とするプラットフォーム

次世代⾃動⾞センター
“20の⽀援策”

成⻑産業のプラットフォーム
(ファルマバレーセンター等)

完成⾞メーカー、メガサプライヤー ⼤⼿メーカー(OEM、部品)

中⼩企業

横串の連携強化に
よる⽀援の円滑化

次世代⾃動⾞への展開 成⻑産業(航空、医療など)

⼤学・研究機関 静岡県産業振興財団 静岡県 JETRO
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既存⾃動⾞ 既存⾃動⾞ 既存⾃動⾞他産業

次世代⾃動⾞
への展開

既存技術の
⾼度化

成⻑分野
への展開

⽬利きによる⼤⼿企業の
ニーズと固有技術のマッチング

次世代⾃動⾞センターを中核とした官⺠連携のプラットフォームを構築

本県の現状＜平成29年の本県輸送⽤機械＞

持続的な経済発展には、⼤変⾰に対応した
技術⾰新の促進、産業競争⼒の強化
が不可⽋だが・・・

○「何をしたらいいか分からない」
○「現状の仕事で⼿いっぱい」

EV関連品の量産化や試作品開発
の段階に進んでいる企業もある

３ 　本県自動車産業の現状

4兆3,060億円
（全体の25.8％）
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製造品出荷額等

16兆7，061億円

輸送機械
25.8％

＜静岡県＞
平成29年

製造品出荷額等
16兆7,061億円

圧倒的なシェアを誇る輸送⽤機械製造業

中⼩企業のＣＡＳＥへの対応は⼆極化

この企業に対して⽀援が必要



オープンデータ化することにより、
企業間の連携が進み、企業の開発
⼒が向上

４ 　固有技術の探索

望⽉次世代⾃動⾞
センター⻑ チャートの作成を通じて、⾃社の持つ固有技術に気づく

固有技術の探索

昨年度実施したアンケート調査
に基づき、企業の公開可能な技
術情報をデータベース化

次世代⾃動⾞センターの固有技術探索チャート

県の企業情報データベース（新製品や技術情報など）

○⾃らを知り、⾃ら動く企業に
なってもらいたい

○新技術のヒントは⾃社の内部
にこそある

技術⼒＋提案⼒

固有技術の探索

県と次世代⾃動⾞センターが役割分担し、企業の挑戦を⽀援

⽬利き⼒ある完成⾞メーカーや⼤⼿⾃動⾞部品メーカー出⾝のコーディ
ネータが、中⼩企業の固有技術発掘をサポートし、企業を伴⾛⽀援

客観的な⽴場から企業の潜在⼒を⾒抜き、必要な⽀援策を提⽰する
「⽬利き役」の存在が、今後より⼀層重要に

　次世代自動車センターの目利き陣容

コーディネータ

森島 正明 ⽒
（スズキ㈱）

次世代⾃動⾞センター⻑

望⽉ 英⼆ ⽒
（スズキ㈱ 常勤監査役）

５ 次世代自動車センターの目利き陣容

コーディネータ

都⽵ 広幸 ⽒
（元 ヤマハ発動機㈱）

コーディネータ

⼭村 朗 ⽒
（元 テイ・エステック㈱）

コーディネータ

飯⽥ 晃三 ⽒
（元 本⽥技研⼯業㈱）

コーディネータ

仲元 新吾 ⽒
（元 スズキ㈱）



開発型企業の育成は、⾃動⾞関連産業集積地の共通課題

　本県の取組を官民連携の先駆的モデルへ

技術⼒と提案⼒の両⽅を⾼める、新たな官⺠連携のモデル
を確⽴

６ 本県の取組を官民連携の先駆的モデルへ

①中⼩企業の技術⼒を向上
②企業⾃⾝が「⾃らを知り、⾃ら動く」
ようになるマインド（提案⼒）の向上

両⾯から中⼩企業を徹底⽀援

＜本県取組の特徴＞

１１０社 ⇒ ３２４社
（ʻ18年4⽉） （ʻ19年4⽉）

（ʻ18年6⽉とʻ19年2⽉に実施した継続アンケート）

20社 → 15社 △５社
開 発 中 18社 → 28社 ＋10社
量 産 中 11社 → 12社 ＋１社１年で３倍！

電動化に対する取組状況の変化次世代⾃動⾞センターの会員数

何 も し て
い な い


